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障害者福祉
課

総合福祉セ
ンター運営
管理

1 ① 総合福祉センター運営協議会

総合福祉センターの運営に関する基本的
事項について協議する。 学識経験者

社会福祉団体関係
団体の代表者
関係行政機関職員

総合福祉センター事業計画、事業報告等

820 A 継続

2 ⑤ 総合福祉センター運営管理

無料又は低額の料金で、老人及び障害者
に対する各種相談事業及び健康の増進、
教養の向上及びレクレーションに関する
事業の企画及び実施。

市民
指定管理者

・施設の運営
・60歳以上、障害者は無料
・主な設備：温水プール、社会適応訓練
室、研修室、大広間、創作室、男女浴室
など

229,117 A 継続

3 ⑤ 総合福祉センター土地貸借

総合福祉センター及び駐車場の土地賃借
料を支払う。 総合福祉センター

の建物及び駐車場
土地所有者

賃貸借契約に基づき、土地の所有者へ賃
貸借を支払う。

34,948 A 継続

介護給付・
訓練等給付

1 ④ 介護給付費等審査会

サービス支給量の目安となる国の基準で
ある障害支援区分に係る審査判定業務を
行うとともに、支給要否決定に当たり必
要に応じて意見を聞くため設置された中
立的な判定機関の適正な運営を図る。

介護給付費等
支給申請者

判定機関の事務局
・認定調査の実施・調査内容の精査
・医師意見書の作成依頼
・介護給付費等支給審査会の運営

12,468 A 継続

2 ④ 介護給付費・訓練等給付費支払事務

必要な障害福祉サービスの給付により、
障害者及び障害児の福祉の増進を図ると
ともに、障害の有無にかかわらず国民が
相互に人格と個性を尊重し安心して暮ら
すことのできる地域社会を実現する。

障害福祉サービス
支給決定者

居宅介護、短期入所、生活介護、共同生
活介護、就労移行支援、就労継続支援、
共同生活援助などの障害福祉サービス等
に要する費用を支給する。

5,686,987 A 継続

自立支援医
療費・補装
具費

1 ④ 補装具費支給

身体の障害を補い、日常生活の向上を図
るため、補装具費の購入又は修理の要す
る費用を支給する。 支給決定者

身体障害者手帳交付者又は難病等の方に
補装具の購入又は修理に要する費用を支
給する。（義眼、眼鏡、盲人安全つえ、
補聴器、重度障害者用意思伝達装置、義
肢、装具、車いす、歩行補助つえなど）

80,668 A 継続

2 ④ 自立支援医療費

障害者や障害児が、心身の障害の状態の
軽減を図り、自立した日常生活や社会生
活を営むことを目的に、障害者総合支援
法に基づき、自立支援医療費を支給す
る。

医療機関

医療費総額から保険診療、重度心身障害
医療、自己負担額を差し引いた額を負担
する 659,818 A 継続

地域生活支
援（相談支
援）

1 ④ 障害者相談支援

　障害者等からの相談に応じ、本人が自
立した日常生活又は社会生活を営むこと
ができるよう、必要な情報等の便宜を図
ることや、権利擁護のために必要な援助
を行う。

市民（障害者等）

　日常生活をおくる上でお困りのことや
福祉サービスの利用援助、就労に対する
相談支援など。 66,002 A 継続

2 ① 地域生活支援拠点推進事業

　障害者の重度化・高齢化や「親亡き
後」を見据えた居住支援機能の整備を推
進する。 市民（障害者等）

　「親亡き後」を想定した中長期的な相
談支援の提供、潜在的対象者の把握のた
めのネットワークづくり、体験の機会及
び場の提供、緊急時の受け入れ・対応、
地域のニーズの把握等

9,506 A 継続

地域生活支
援（コミュ
ニケーショ
ン支援）

1 ④ 手話通訳者派遣

手話を使う聴覚障害者（ろう者）につい
て、社会生活における円滑なコミュニ
ケーション確保を支援するため、手話通
訳者の派遣を行い、聴覚障害者の自立と
社会参加の促進を図る。

市民
市職員

・手話通訳者の派遣
・登録手話通訳者認定試験の実施
・手話通訳者会議及び研修の実施
・通訳者健診及び予防接種補助の実施
・手話通訳者派遣運営懇話会の開催

16,571 A 拡充

2 ④ 手話講習会

手話通訳者及び日常会話の手話技術を習
得した者の養成を行い、ろう者の自立と
社会参加の促進を図る。 市民

・手話講習会の開催

4,090 A 継続
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3 ④ 要約筆記者養成及び派遣

聴覚障害者について、社会生活における
円滑なコミュニケーション確保を支援す
るため、要約筆記者の養成及び派遣を行
い、聴覚障害者の自立と社会参加の促進
を図る。

市民

・要約筆記者の派遣
・要約筆記者養成講習会の開催

3,008 A 継続

4 ④ 盲ろう者向け通訳・介助員養成及び派遣

重度盲ろう者について、社会生活におけ
る円滑なコミュニケーション確保を支援
するため、通訳・介助員の養成及び派遣
を行い、盲ろう者の自立と社会参加の促
進を図る。

市民

・盲ろう者向け通訳・介助員の派遣
・盲ろう者向け通訳・介助員養成講習会
の開催 2,248 A 継続

地域生活支
援（居宅
サービス）

1 ① 在宅知的障害者研修

障害者等に対して研修を行い、生活の質
的向上を図り、自立更生を促進するとと
もに広く市民の障害者等に対する理解及
び認識を深める。

在宅知的障害者

在宅知的障害者研修を実施する事業者へ
研修に要する費用の一部を助成する。

532 A 継続

2 ① 川越市障害者スポーツ大会

障害者がスポーツを通じて体力の向上を
図り、積極的な性格と協調精神を養うこ
とによって、自立更生の一助とするとと
もに、市民の理解と正しい認識を深め
る。

市民（障害者）

障害者スポーツ大会の開催に要する費用
の一部を助成する。

1,214 A 継続

3 ④ 移動支援事業事務

屋外での移動に困難がある障害者等につ
いて、外出時の移動支援を行うことによ
り、障害者等の地域での自立生活及び社
会参加を促すため、実施事業者に対して
補助金を交付する

事業者

１時間当たり約1500円前後（条件によ
り異なる）に加え、所定の開始時加減算
を算定した額を支給 40,569 A 継続

4 ④ 地域活動支援センター事業事務

障害者に創作的活動又は生産活動の機会
を提供し、社会との交流の促進等の便宜
を供与することにより、障害者の地域生
活支援の促進を図る。

市民（障害者）、
事業所

在宅の身体障害者、知的障害者又は精神
障害のある方の自立した日常生活又は社
会生活を営むことができるよう通所によ
り創作的活動または生産活動の機会を提
供する。

105,801 A 継続

5 ① 日中一時支援事業事務

障害のある方に日中における活動の場を
提供し、家族の就労支援や一時的な休息
を提供する。 市民（障害者）、

事業所

身体障害者手帳交付者、療育手帳交付
者、精神障害者保健福祉手帳交付者に対
する日中一時支援事業を実施する事業所
に対し、運営に要する経費を補助する。

10,982 A 継続

6 ① 障害者運転免許取得費

運転免許取得により就労による自立が見
込まれる市内在住の障害者の方に、第一
種普通自動車運転免許取得に要する費用
の一部を補助する。

市民（障害者）

身体障害者手帳、療育手帳、精神障害者
保健福祉手帳交付者に対して、自動車運
転免許の必要経費（上限１０万円）を補
助する。

1,163 A 継続

7 ① 身体障害者自動車改造費

自らが所有し運転する自動車に改造を施
すことにより、就労による自立が見込ま
れる市内在住の障害者の方に、自動車改
造費の一部を補助する。

市民（障害者）

上肢、下肢、体幹機能障害に該当する身
体障害者手帳交付者に対して、自動車改
造費（上限１０万円）を補助する。 1,261 A 継続

8 ④ 日常生活用具支払事務

障害者等に対し、日常生活用具の購入又
は修理に要する費用を支給することによ
り、障害者等の日常生活の便宜を図る。 市民（障害者）

在宅の重度障害者に対し、日常生活を容
易にするために、日常生活用具費一覧表
に基づき、日常生活用具の購入又は修理
に要する費用を補助する。

77,512 A 継続

9 ① 更生訓練費

自立訓練又は就労移行支援に係る訓練等
給付費の支給を受けている者に更生訓練
費を支給することにより、社会復帰の促
進を図る。

市民（障害者）

訓練のための経費（技能習得、身体機能
の維持及び向上、必要な文房具、参考書
等を購入など）及び通所のための経費を
支給する。

1,815 A 継続
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10 ① 訪問入浴サービス

家庭において入浴することが困難な重度
身体障害者に対して、定期的に入浴サー
ビスを行い、重度身体障害者の福祉の向
上を図る。

市民（障害者）

身体障害者手帳2級以上の在宅肢体不自
由者（18歳以上の身体障害者又は18歳
未満の身体障害児で気管切開、人工呼吸
器又はIVHの方）の入浴サービスを行
う。（無料、利用回数は週1回）

16,652 A 継続

障害者自立
支援一般事
務

1 ④ 障害者施策審議会

　川越市障害者計画等の策定及び推進に
必要な事項を調査審議する。

学識経験者
社会福祉団体関係
者
障害者団体関係者
公募選出委員

　障害者支援計画の進捗状況を把握・評
価しながら、計画の推進を図る。

1,896 A 継続

2 ④ 障害者計画策定・進行管理

　現行の川越市障害者計画等の見直しを
行い、次期計画を策定するとともに、計
画の推進体制を整備する。 市民（障害者等）

　国及び県の計画を踏まえ、市の他の関
連計画との整合性を図りながら、障害者
アンケート調査結果・パブリックコメン
ト・障害者施策審議会等による市民意見
を反映して計画を策定する。

13,382 A 継続

3 ④ 障害福祉サービス事業等指定事務

　障害者総合支援法に基づく障害福祉
サービス事業に関する指定等の事務手続
の管理を行う。 社会福祉法人等

　指定障害福祉サービス事業所の新規指
定、変更、廃止等の申請等に関する事務
並びに情報提供、調査、相談対応等事務 5,919 A 継続

4 ① 障害者差別解消支援地域協議会

　地域における障害者差別の解消に向け
た関係機関間のネットワークづくりの役
割を果たす協議の場として設置

学識経験者、
社会福祉団体、
障害者団体、
民間事業者等

　関係機関等が対応した相談事例の共
有、障害者差別の解消に資する取り組み
の共有・分析等 2,430 A 継続

社会参加の
推進

1 ① 身体障害者健康診査

常時車椅子を使用している方に、じょく
そうや変形、ぼうこう機能障害などの予
防のため、健康診査を行う。 市民（障害者）

身体障害者手帳交付者（せき髄損傷等の
障害があり、常時車椅子を使用する18
歳以上40歳未満の在宅の方）に対し
て、健康診査を実施する。

1,184 A 継続

2 ① 盲人ガイドヘルパー派遣

重度の視覚障害者が、社会生活を営むう
えで外出を必要とする場合で、付添者が
いないために支障があるときに盲人ガイ
ドヘルパーを派遣することにより社会活
動の拡大を図る。

市民（障害者）

視覚障害者１級の身体障害者手帳交付者
に対し、川越市社会福祉協議会に登録し
ているガイドヘルパーを派遣する。 10,906 A 継続

3 ① 各種関係団体補助金

障害者の福祉の増進を図るため、障害者
の福祉の向上を図っている市内の障害者
団体に対し、補助金を交付する。 市民（市内障害者

団体）

市内障害者団体に対し、補助金を交付す
る。

1,394 A 継続

4 ① ガソリン購入費補助金

重度身体障害者の経済的負担を軽減する
ために、就労による自立が見込まれる方
にガソリン税に相当する額を補助する。 市民（障害者）

身体障害者手帳１･２級交付者で両下肢
に障害があり、屋外において常時車いす
を使用し、就労のために自己所有車を自
ら運転する方に月80リットルを限度に
ガソリン税に相当する額を補助する。

775 A 継続

福祉サービ
スの充実

1 ① 全身性障害者介護人派遣事業

独立自活を目指す在宅で重度全身性障害
者に対して、外出援助等のための介護人
を派遣することにより、生活圏の拡大や
社会参加の促進を図る。

市民（障害者）

18歳以上の全身性障害者で身体障害者
手帳交付者かつ特別障害者手当支給要件
に該当者及び脳性麻痺で障害程度1級の
者で外出にあたり適当な介護者のない方
（月128時間、交通費のみ自己負担）

6,735 A 継続

2 ① 身体障害者・知的障害者相談員

身体障害者、知的障害者の更生援護の相
談、地域活動の推進、福祉の増進に資す
ることを目的とする。 市民（身体障害

者・知的障害者）

・身体障害者、知的障害者に対する相談
・障害者に関する研修会への出席
・相談活動報告、他機関への連絡調整。 4,272 A 継続
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3 ① 障害者寝具乾燥・丸洗い関係事務

重度身体障害者に対して寝具乾燥及び丸
洗いを実施し、身体障害者の衛生と健康
の保持を図る。 市民（障害者）

身体障害者手帳2級以上の交付者に対し
て、寝具乾燥（年10回）及び寝具丸洗
い（年1回）を実施する。 1,344 A 継続

4 ① 障害者紙おむつ給付関係事務

在宅で常時失禁状態等のため介護上、紙
おむつを必要とする方に紙おむつを給付
する。 市民（障害者）

3歳以上で身体障害者手帳２級以上また
は療育手帳Ａ以上の方に月額5,000円
の範囲内で紙おむつを給付する。 11,532 A 継続

5 ① 障害者住替家賃補助金

市内の民間賃貸住宅に居住の障害者世帯
が、家主の都合により立ち退きを求めら
れて市内の民間賃貸住宅に転居した場合
に転居前の家賃と転居後の家賃との差額
を助成する。

市民（障害者世
帯）

身体障害者手帳３級以上又は療育手帳Ａ
以上の障害者のいる世帯が家主の都合に
より立ち退きを求められた場合に家賃助
成金（限度月額30,000円）及び転居一
時金（限度額60,000円）を補助する。

764 A 継続

6 ① 生活サポート事業関係事務

在宅の心身障害者(児)の地域生活を支援
するため、身近な場所で本人及びその家
族の必要に応じて、迅速・柔軟なサービ
スの提供を受けることで、福祉の向上及
び介護者の負担軽減を図る。

市民（障害者）

身体障害者手帳、療育手帳交付者又は知
的障害や発達障害が認められる方の社会
通念上必要な外出、余暇活動等の社会参
加のための外出の際の移動を支援する。
（一時預かり、外出援助、送迎等）

44,063 A 継続

7 ① 難病見舞金

市内在住の難病患者に見舞金を支給し、
経済的な負担の軽減を図る。

市民（市内に１年
以上居住し、埼玉
県が発行する指定
難病医療受給者証
等所持者）

市内に１年以上居住し、埼玉県が発行す
る指定難病医療受給者証等所持者に対し
て、年１回見舞金を支給する。 95,299 A 継続

8 ④ 特別障害者手当・障害児福祉手当等

市内在住の在宅で重度の障害者・児に対
する福祉の措置の一環として手当を支給
し、必要とされる介護等の負担の軽減を
図る。

市民（障害者）

２０歳以上又は２０歳未満で特別児童扶
養手当等の支給に関する法律施行令別表
に該当する者に対して、年４回手当を支
給する。

132,655 A 継続

9 ① 在宅心身障害者手当

市内在住の在宅の心身障害者に手当を支
給し、障害者の経済的及び精神的負担の
軽減を図る。

市民（市内在住で
在宅の６５歳未満
等の心身障害者）

市内在住で在宅の６５歳未満等の心身障
害者に対して、年２回手当を支給する。

292,467 A 継続

10 ① 重度障害者居宅改善整備費

重度の障害のある方が居宅の構造部分ま
たは付帯設備を障害に応じて使いやすく
改修等を行う際に改修費用の一部を助成
する。

市民（障害者）

市内在住の下肢または体幹機能障害にあ
る身体障害者手帳2級以上の方に対して
改修費用の一部（上限40万円）を助成
する。

3,164 A 継続

11 ①
重度心身障害者福祉タクシー利用券・ガ
ソリン利用券支給

在宅の重度心身障害者に対し、福祉タク
シー利用券又はガソリン利用券を交付
し、重度心身障害者の社会生活圏の拡大
を図る。

市民（障害者）

身体障害者手帳2級以上、療育手帳Ａ以
上、精神障害者保健福祉手帳1級以上の
方に選択制によりタクシー券またはガソ
リン券を交付する。（タクシー券…年間
48枚、ガソリン券…年間12枚）

64,068 A 継続

12 ① 訪問理美容サービス

外出困難な在宅の重度身体障害者に対
し、訪問理美容サービスを受ける場合に
要する訪問費用の一部を助成し、経済的
負担の軽減と衛生的で健康な生活を支援
し、福祉の増進を図る。

市民（障害者）

65歳未満の重度身体障害者（下肢、体
幹機能又は移動機能障害1級に該当する
身体障害者手帳交付者）がサービスを利
用する際の訪問費用を助成する。1回あ
たり2,000円（年間最大4枚）

60 A 継続

13 ① 軽度・中等度難聴児補聴器購入費補助金

軽度及び中等度の難聴の児童に係る補聴
器の購入に要する費用の一部を交付する
ことにより、言語の習得、教育等におけ
る健全な発達を支援する。

市民（障害児）

両耳の聴力レベルが２５db以上で身体
障害者手帳の交付対象にならない難聴児
に補聴器の購入に要する費用の一部を支
給する。

1,357 A 継続
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施設援護 1 ①
地域活動支援センター（サービス向上
型）事業補助金

障害者に創作的活動又は生産活動の機会
の提供し、社会との交流の促進等の便宜
を供与することにより、障害者の地域生
活支援の促進を図る。

事業所

地域活動支援センター事業を実施する事
業者に対し、補助金を交付する。

49,748 A 継続

2 ① 生活ホーム事業補助金

自立生活を望む障害者に必要な生活援助
及び指導体制を備えた生活ホーム事業を
実施し、障害者の社会的自立の助長を図
る

事業所

生活ホーム設置者に対し、運営に必要な
経費を補助する。

1,178 A 継続

3 ① 障害者共同生活援助事業補助金

障害者共同生活援助を行う事業の円滑な
推進を図るため、法定サービスと県が定
める基準額の差額を補助する。 事業者

支給決定障害者に係る訓練等給付費の額
が１日につき2,470円以下の場合、ま
た入院時加算の対象となる日数が13日
以上である場合の対象日の1,240円以
下の場合、それぞれの差額を支給する。

1,564 A 継続

4 ①
知的障害者障害福祉サービス事業所重度
加算等補助金

障害者総合支援法による生活介護、自立
訓練、就労移行支援及び就労継続支援の
円滑な推進を行うため、知的障害者に特
定障害福祉サービスを行っている事業者
に対し、補助金を交付する

事業者

1月当たりの基準額：療育手帳Aまたは
○Aの障害者12,000円、加えて身体1
級又は2級　15,000円、事業所にある
車両１台当たり36,000円

79,915 A 継続

5 ① 障害者共同生活援助事業安定化補助金

障害者共同生活援助を行う事業の安定化
を図るため、障害者共同生活援助を行う
指定障害福祉サービス事業者に対し、予
算の範囲内において、補助金を交付する

事業者

10人以上の共同生活援助事業所に在籍
する支給決定障害者１人あたり１月１万
円を支給する。 15,764 A 継続

6 ①
在宅重症心身障害児の家族に対するレス
パイトケア事業補助金

超重症心身障害児に対し、短期入所及び
日中一時支援の利用を促進し、超重症心
身障害児を介助する家族の精神的、身体
的負担の軽減を図る

事業所

レスパイトケア事業を実施する施設及び
事業所を運営する事業者に対し、補助金
を交付する。 15,814 A 継続

7 ① 障害者施設等施設整備費補助金

　社会福祉法人等が行う施設整備に要す
る費用の一部を補助することにより、福
祉の向上を図る。 社会福祉法人等

　社会福祉施設等施設整備費国庫補助金
交付要綱により交付決定を受けた事業。
【中核市負担分＋市単独分】 134,708 A 継続

8 ① 民間福祉施設土地借上・地代補助金

民間の福祉施設に対して、その施設が借
用している土地に係る賃借料の一部を補
助することにより、適正な施設運営の確
保に努める。

社会福祉法人

障害者の日常生活及び社会生活を総合的
に支援するための法律第２９条第１項に
規定する障害者福祉サービス事業者に対
して、施設運営に必要な賃借料の一部を
補助する。

15,119 A 継続

障害者就労
支援セン
ター運営管
理

1 ① 障害者就労支援業務

障害者の就労の促進及び安定した就労を
図る。

市民（障害者）

就労を希望している障害者及びその家族
からの相談を受け、助言などを行い、障
害者の雇用促進と就労の安定を図る。 15,619 A 継続

障害福祉一
般事務

1 ① 障害者週間記念事業

　市民の間に広く障害者の福祉について
の関心と理解を深めるとともに、障害者
が社会経済、文化その他のあらゆる分野
の活動に積極的に参加する機会を広げ
る。

市民

　「障害者週間のつどい」として、イベ
ントを開催し、障害者の製作品の展示、
授産品の販売、各福祉施設の舞台発表、
講演等を行う。

2,249 A 継続

2 ④ 身体障害者福祉専門分科会審査部会

社会福祉法施行令第３条に基づく、身体
障害者の障害程度の審査に関する調査・
審議を行う。

川越市社会福祉審
議会身体障害者福
祉専門分科会に属
する医師たる委員
及び臨時委員

身体障害者の障害程度の審査に関する調
査・審議を行う審査部会を年６回開催す
る。 2,017 A 継続
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3 ① 福祉バス貸出

福祉バスを障害者団体等に貸し出すこと
により、障害者の社会参加を促進し、
もって福祉の向上を目的とする。

市内に住所を有す
る障害者及びその
家族で構成されて
いる団体

市内に住所を有する障害者及びその家族
で構成されている団体に対して、市と借
上契約をしているバス会社を通じて福祉
バスを貸し出す。

2,325 A 継続

4 ④ 身体障害者手帳交付

身体に一定の障害のある方が、福祉サー
ビス等を利用できるよう川越市が交付す
る身体障害者手帳の交付事務を行う。 市民（身体障害の

ある方）

指定医師が作成した診断書により、市で
審査を行い、法に定められた障害に該当
すると認められた場合、手帳を交付する
事務を行う。

9,104 A 継続

5 ④ 療育手帳交付申請

知的障害のある方が、福祉サービス等を
利用できるよう埼玉県が交付する療育手
帳の申請事務を行う。

市民（知的障害が
おおむね１８歳ま
でにあらわれ、援
助を必要とする
方）

１８歳未満は川越市児童相談所で、１８
歳以上は県の知的障害者更生相談所にお
いて、知的障害者と判定された場合、手
帳が交付されるため、その申請受付及び
進達事務を行う。

7,351 A 継続

6 ④ 精神障害者保健福祉手帳交付申請

精神疾患があるために、長期にわたり日
常生活又は社会生活上の制約（障害）が
ある方が、福祉サービス等を利用できる
よう埼玉県が交付する精神障害者保健福
祉手帳の申請事務を行う。

市民（障害者）

県において一定以上の精神障害が認めら
れた場合、手帳が交付されるため、その
申請受付及び進達事務を行う。 4,100 A 継続

7 ④ 自立支援医療費（更生医療）

障害者の軽減や身体機能の回復に効果の
ある治療を受けるために、医療費の一部
を公費で負担する。 市民（障害者）

１８歳以上の身体障害者手帳交付者に対
し、主として担当する医師が作成した意
見書により、県で審査を行い、治療によ
る効果が認められた場合、自立支援医療
受給者証（更生医療）を交付する。

3,163 A 継続

8 ④ 自立支援医療費（精神通院医療）

精神障害者の早期治療及び再発予防等を
目的として、精神科通院治療を受けるた
めに医療費の一部を公費で負担する。 市民（障害者）

県において精神通院の必要性が認められ
た場合、自立支援医療受給者証（精神通
院）が交付されるため、その申請受付及
び進達事務を行う。

5,829 A 継続

9 ⑤ アトレ福祉の店家賃助成

市が賃貸料を支払うアトレビル内１階の
一部を、障害者団体へ無償貸与し、福祉
の増進に寄与する。 川越市障害者団体

連絡協議会

川越市障害者団体連絡協議会へ無償貸与
店舗の面積　１０㎡

896 A 廃止

みよしの
支援セン
ター
運営管理

1 ① みよしの支援センター運営管理

一般就労が困難な知的障害者に対し、就
労の機会を提供するとともに、作業指導
及び生活支援を行う。 市民（障害者）

・個別支援計画の作成
・受託作業,自主製品作成の指導支援
・体験実習の機会を提供し指導支援
・スポーツ大会文化交流会、買物実習等
・売上金、受託作業収入の管理

109,584 A 継続

職業セン
ター運営管
理

1 ⑤
職業センター利用者作業指導及び生活支
援

利用者の生活面・健康面のサポートをは
じめ、センター内での軽作業を通じて、
知識や能力の向上を図るとともに、一般
就労に向けて支援する。

市民（障害者・生
活保護受給者）

・利用者の作業指導
・利用者の生活面及び健康面の支援

22,106 B 継続

障害者基幹
相談支援セ
ンター運営
管理

1 ① 総合的・専門的な相談支援の実施

障害の種別や各種のニーズに対応できる
総合的・専門的な相談支援体制を構築す
る。 市民（障害者等）

障害者虐待事案（緊急対応含）、触法事
案、支援困難事案等に係る総合的な相談
支援や専門的な相談支援を実施する。 3,440 B 改善

2 ①
地域の相談支援体制の強化及び相談機関
との連携強化の取組み

相談支援事業者の支援体制の強化と包括
的な相談支援体制を構築する。

相談支援事業者

地域自立支援協議会（まちづくり部会）
との連携、相談支援連絡会の開催、連携
会議や研修会の企画・運営等を行う。ま
た、地域の相談事業所への専門的な指導
助言及び人材育成の支援を行う。

5,478 B 改善
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3 ① 地域移行・地域定着の促進の取組み

入院又は入所中の障害者等の地域への移
行及び定着を推進することにより、障害
者等の福祉の向上を図る。 市民（入院又は入

所中の障害者等）

地域自立支援協議会（地域移行部会）に
おける協議において、モデルケースの事
例を中心として地域移行と地域定着の促
進の方策を検討する。

1,908 B 改善

4 ① 権利擁護・虐待の防止

障害者等に対する成年後見制度の利用の
促進及び虐待防止の体制を構築すること
により、障害者等への権利擁護を推進す
る。

市民（障害者等）

配偶者や２親等内の親族がいない知的障
害者及び精神障害者に対して市長申立て
による成年後見制度の利用促進を図る。
また、各機関との連携により虐待事案へ
の迅速かつ適切な対応を図る。

5,715 B 継続

5 ① 地域自立支援協議会の運営

障害者相談支援事業の適切な運営と地域
の障害福祉に関するシステムづくりを推
進する。

学識経験者、社会
福祉団体関係者、
障害者団体関係者
及び公募選出委員
等

障害者相談支援事業の適切な運営及び地
域の障害福祉に関するシステムづくりに
関して定期的な協議を行う。 3,546 B 改善


